第１３章　金融
概況
　日本の経済は53年から55年初にかけての第２次石油危機の過程で、石油価格が大幅に上昇し、我が国は再び交易条件の悪化とそれによる実質所得の大幅低下に見舞われた。その結果、国内最終需要の停滞と在庫調整が生じ、経済拡大テンポの鈍化、いわゆる「景気のかげり現象」が生じた。
　しかし、55年にはこうした第２次石油危機の厳しい影響を受けながらも我が国経済がインフレの高進をさけ、深刻な不況にもならず良好なパフォーマンスを維持して石油危機の影響を収斂へとむかわせた大きな理由は、物価対策を中心とするいわゆる「総合経済対策」が早期かつ適切に行われ、特に財政・金融政策が機動的かつ効果的に運営されたことによる。
　なかでも金融面では、54年４月から公定歩合が3.5パーセントから9.0パーセントへ引き上げられ、窓口規制の強化、預金準備率の引き上げ等引き締め強化策がとられた。これは石油価格上昇による輸入インフレーションがホームメイドインフレーションに転化するのを防止するのが最大の目的であった。そしてその成果は55年以降、卸売物価の鎮静化、消費者物価の騰勢鈍化という形であらわれた。さらに石油価格の上昇のデフレ的影響が「景気のかげり」として顕在化するに伴い、引き締め措置は徐々に緩和に向った。すなわち、55年８月以降公定歩合の引き下げ（通算３回、2.75パーセントの引き下げ）をはじめ各種の緩和措置がとられた。
　この間、既に年央から低下に転じていた市場金利は、金融緩和に歩調を合わせて次第に低下を続けた。
日銀券
　日本銀行大阪支店勘定による通貨の動向は６月、12月のボーナス期にそれぞれ1535億円、3743億円の出超を記録し55年１月には納税等の関係から1935億円の還収があり、年度全体を通しては7891億円の出超（対前年度比558億円、6.6パーセントの減少）となった。
預金
大阪銀行協会社員銀行の55年12月末現在の総預金額は19兆1056億円となり、54年末に比べて１兆1294億円（6.3パーセント）の増加となった。
貸出
　年間を通して、例年どおりボーナス資金、決算資金などを中心に根強い資金需要があるうえ、省力化、合理化のための設備投資も活発な動きをみせ、公定歩合の引き下げに伴う市中貸出金利の低下等の影響で、56年３月末現在の貸出残高は19兆6492億円と前年に比べて9618億円、5.1パーセントの増加となった。
　業種別にみると、製造業が総額の35.4パーセントを、卸売業・小売業が同31.1パーセントを占めている。又、資金別では総額の８割近くが運転資金として貸出されているが、建設業、卸売業・小売業ではその割合は95パーセント、92パーセントに達している。
手形交換高
　55年中の手形交換高は7016万枚､金額にして120兆7810億円に達し、54年に比べて枚数では約62万枚、金額では約56兆8237億円と大幅に減少した。また、全国に占める割合は枚数で16.2パーセント、金額では8.5パーセントとなっており年々低下傾向にあり、特に55年では金額で6.7ポイントと大幅に低下した。
　一方、不渡手形は23万１千枚、2288億円となり54年よりも約１千枚減少したが、金額では85億円増加した。
株式売買高
　55年の株式市場は度重なる原油値上げ、供給不安という石油事情の悪化や、中東情勢の緊迫化、国内政治情勢の突発材料さらには米大統領選のレーガン圧勝等による跛行商状にもかかわらず、おおむね堅調に推移した。
　55年中の取引高は第１部、第２部あわせて、約125億株、約定代金は４兆3700億円となり、54年に比べて株数で約３億株、約定代金で1480億円の減少となった。
　又、300種株価指数（43年１月４日を100とする）は434.10となり最高記録を更新した。
